
                                      様式第１号 

                           

令和  年  月  日 

 

（あて先）八戸市長 

                      

  法人等の所在地  

 申請者 法人等の名称  

  代表者氏名  

 

 

 

                             指定管理者指定申請書 

 

 

  八戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、

次の公の施設について指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 

 

                                        記 

 

 １ 公の施設の名称     

    市営住宅等（38 施設） 

       八戸市営住宅（改良市営住宅を含む）（35 施設） 

       八戸市地域特別賃貸住宅（１施設） 

       八戸市特定公共賃貸住宅（１施設） 

       八戸市若者定住促進賃貸住宅（１施設） 

 

 ２ 添付書類 

  （１） 管理の業務に関する事業計画書 

  （２） 管理の業務に関する収支計画書 

  （３） 法人等の定款若しくは寄附行為の写し又はこれらに準ずるもの 

   （４） 法人にあっては当該法人の登記事項証明書 

  （５） 法人等の経営状況を説明する書類 

   （６） その他市長が必要と認める書類 

  

                      

 

 



 

 

                            様式第２号 

 

令和  年  月  日 

（あて先）八戸市長 

 

 グループ名  

  法人等の所在地  

 代表者 法人等の名称  

  代表者氏名  

 

  法人等の所在地  

 構成員 法人等の名称  

  代表者氏名  

 

               指定管理者指定申請書 

 

  八戸市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、

次の公の施設について指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

 

                                        記 

 １ 公の施設の名称   

     市営住宅等（38 施設） 

       八戸市営住宅（改良市営住宅を含む）（35 施設） 

       八戸市地域特別賃貸住宅（１施設） 

       八戸市特定公共賃貸住宅（１施設） 

       八戸市若者定住促進賃貸住宅（１施設） 

 

 ２ 添付書類 

  （１） 管理の業務に関する事業計画書 

  （２） 管理の業務に関する収支計画書 

  （３） 法人等の定款若しくは寄附行為の写し又はこれらに準ずるもの 

   （４） 法人にあっては当該法人の登記事項証明書 

  （５） 法人等の経営状況を説明する書類 

   （６） その他市長が必要と認める書類 

 
（注１）この様式は、グループ申請を行う場合のみ使用してください。 
（注２）グループの規約（案の段階でも可）、構成員の責任分担が分かるものを添付してくださ

い。 
（注３）構成員については上記（３）から（６）までの書類を提出してください。 

（グループ申請用） 



様式第３号 

 

                             令和  年  月  日 

（あて先）八戸市長 

 

  法人等の所在地  

 申請者 法人等の名称  

  代表者氏名  

 

指定管理者指定申請に係る申立書（兼同意書） 

 

指定管理者指定申請に係る申請資格及び申請書類について、次のとおり申し立てます。 

 

□ 募集要項Ⅲ２（１）②及び③の資格を満たすこと。 

 

□ 納税義務が無いため納税証明書を添付しないこと。 

 

□  国税（法人税、消費税及び地方消費税） 
 

□  県税（法人県民税、法人事業税） 
 

□  市税 
 
 
次の事項に同意します。 

 
□ 募集要項Ⅲ２（１）②オ及びカ並びに③に掲げるものの該当の有無を確認するため、

市から役員名簿等（下請契約（一次下請以降の全ての下請契約を含む。）又は再受託

契約（再受託契約以降の全ての受託契約を含む。）の契約先を含む。）の提出を求めら

れたときは、速やかに提出すること。 

 

□ 提出した本申立書及び役員名簿等の正当性を確認するため、市が青森県警察八戸

警察署長へ照会すること。  

 
□ 募集要項Ⅲ２（１）③に該当した場合において、八戸市の事務又は事業における暴

力団排除措置の実施に関する要綱（平成 24 年９月 25 日実施）第４条の規定に基づ

き、公表されること。 

 
  （注１）該当する項目にレ点を記入してください。 
  （注２）この様式は、グループ申請の場合は構成員ごとに提出してください。 
 


